
会　計　別　事　項　別　決　算　内　容　説　明
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費　　　　　　　　　目

01款 議会費  (単位　　円)

 01項 議会費　　　  

  01目 議会費　　 

256,241,831円

○議会情報提供事業 円

　・市議会だよりを年5回発行(各定例会後及び改選に伴う臨時号)

　　　発行部数　　　216,700部

　　　印刷製本費　2,190,438円

　・市議会本会議映像の生中継及び録画放映を実施(インターネット)

　　　議会映像配信システムデータ作成委託 円

　　　議会映像配信システム等使用料 円

　　　議会映像配信インターネット回線等通信料 円

　・市議会ホームページにより議会情報と本会議会議録を提供

　　　会議録検索システムデータ作成委託 円

　　　会議録検索システム使用料 円

○本会議開催状況   (単位　日､人)

○議案等審議状況            (単位　件)

1 1 2 5

3 19 1 6 1 3

5 8 15 1 5 1 1

6 1 3 1 1 2

15 25 1 1 1 1

29 8 61 7 3 13 1 4 2 8

○委員会開催状況 (単位　日､件)

6 7 13 13 2 15

5 4 9 8 8

5 4 9 11  11

6 6 12

22 21 43 32 2 34

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

256,241,831 256,241,831

186,210

570,600

経済建設委員会

議会運営委員会

193,188

363,638

784,800

会  議  名

計

付 託 件 数

開

会

中

閉

会

中

計

開

会

中

閉

会

中

会 議 名

市 長 提 出

計

請 願 陳 情

5月臨時会

選

　
挙

合
　
計

予

算

決

算

採

択

･

趣

旨

採

択

議

案

請

願

陳

情

9   

6月定例会 33  

委 員 会 名

委 員 会
開 催 日 数

委員協議会
開 催 日 数

専

決

処

分

の

承

認

そ

の

他

条

例

・

規

則

意

見

書

決

議

そ

の

他

採

択

･

趣

旨

採

択

不

採

択

合　計 136 

4,799,492

9月定例会

2月定例会

人数

5月臨時会  　5月15日 1 1

会期
日数

開会
日数

実時間 質問

(時間：分)

01:13 0 0

7 17:29 5 18

9月定例会    9月 5日  ～ 　9月27日

11月定例会   11月26日  ～　12月10日 15 7 17:30 5 18

29 7 25:13 5 19

83 29

会                 期
日数

議 員 提 出

条

例

人

事

案

件

取

下

承

認

審

議

未

了

取

下

承

認

審

議

未

了

6月定例会    6月13日　～　 6月27日 15

1723 7

不

採

択

44  

合    計 80:58 20 72

2月定例会    2月18日  ～   3月17日

36  

11月定例会 14  

19:33 5

合 計

総 務 委 員 会

福祉教育委員会
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独事業費補助金

　・政務活動費補助金 円

　　議員の市政に関する調査研究の推進を図るため、各会派に政務活動費

　　の補助を行った。

02款 総務費 (単位　　円)

 01項 総務管理費

　01目 一般管理費

1,010,598,481円  

○庁舎維持管理事業 円

    庁舎機能の保全及び庁舎内外の秩序を維持するため、施設の保守･管

　理業務を実施した。維持管理修繕においては、台風19号に伴う本庁舎屋

　上及び外壁防水修繕、常任委員会室カーペット張替及び内壁塗装修繕、

　本庁舎会議室等エアコン修繕、本庁舎駐車場手摺り塗装修繕等を実施し

　た。

○公用自動車管理事業 円

　　公用車の集中管理(38台)により、車両管理体制の充実に努め、経費の

　削減及び安全性の確保を図った。また、公用車の長期リース契約を締結

　し、特に老朽化の著しい公用車3台を更新した。さらに、公用バスの稼

　働率を向上させることで、委託バスの経費削減を図った。

(単位　台、円)

○入札・契約

    公共工事等の入札･契約について、より一層の透明性、公平性、競争

　性を確保するため、電子入札システム及び郵便により、入札を実施した。

　また、事後審査方式の制限付き一般競争入札を次のとおり実施した。

(単位　　件)

※うち、制限付き一般競争入札134件

　・電子入札システム共同利用負担金 円

　　入札の効率化や透明性、公平性の向上、競争性の確保等を目的として、

　　静岡県及び県内各市町が共同して電子入札システムを運用する利用者

　　協議会に参加し、電子入札を推進した。

　・プロポーザル方式実施状況

　　事業者から提案書の提出を受け、評価基準に照らして提案書の評価を

　　行い、随意契約を最も適切に履行できると認められる契約候補者を選

　　定する方式で、19件を実施した。

○市政功労等諸表彰事業 円

    三島市の公益に寄与し、市政の進展に特に功績のあった市民等に対し、

　表彰を行った。

　　　功労表彰者12人、有功表彰者22人、

　　　篤行表彰者3人(うち、2人は連名による表彰)

88,438,577

22,479,108

337,575

台数合計 委託料

32 2 0 34 2,625,098

区　　　分 令和元年度

162

20

合　　　計 182

1,769,000

電子入札

郵便入札(紙入札含む)

小型

3,241,551

そ の 他
決　算　額

特　　定　　財　　源

市 債

1,010,598,481 49,740,268 960,858,213

委託バス
使用台数

大型 中型

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○行政評価推進事業 円

　　｢企画→実施→点検→改革改善｣のマネジメント(経営)サイクルによる

　平成30年度の行政評価を実施した。

　　　51施策　　105個の評価表

○ふるさと納税推進事業 円

　　ふるさと納税寄附に対する返礼品に関する基準が総務省より明確に示

　されたことを受け、基準を遵守しながら返礼品を選定し、地場産品のPR

　に努め、全国各地から多大なる寄附をいただいた。

　　　PR活動：ポータルサイトへの掲載、ふるさとレターの送付

　　寄附件数及び金額 (単位　　件、円)

○クラウドファンディング推進事業 円

　　市が実施する事業に要する経費の一部に充てるため、ホームページ等

　で広く寄附を募り、事業趣旨に賛同いただいた方からふるさと納税制度

　を利用して寄附をいただいた。

　　寄附件数及び金額

  02目 人事管理費 (単位　　円)

288,117,940円

○行政機構と職員配置

　　令和2年3月31日現在の状況は、次のとおりである｡

 (単位　人)

※< >は、併任人数のため、定数に含まない。

48,791

94,791,174

200,250

そ の 他

61 714

議会の事務部局の職員 6

583,536 287,534,404

部 局 名 等 事 務 職 員 技 術 職 員 教 員 計

516合　　　計

市長の事務部局の職員
(7部1事務所39課2室)

教育委員会の事務部局
及び教育機関の職員
(1部4課1室)

選挙管理委員会の事務
部局の職員

監査委員の事務部局の
職員

農業委員会の事務部局
の職員

442 108 0 550

63

137

153

<9> 0 0 <9>

5 0 0 5

<3>

29 61

0 0 <3>

0 0 6

決　算　額
特　　定　　財　　源

令 和 元 年 度 平 成 30 年 度 増    減

寄 附 件 数 4,836 3,519

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債

1,317

寄 附 金 額 168,142,000 128,185,000 39,957,000

対象事業 寄附件数 寄附金額

史跡山中城跡維持管理事業 189件 1,823,600円

288,117,940
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○嘱託・臨時職員等の任用状況

　　平成31年4月1日現在の状況は、次のとおりである｡

(単位　　人)

※( )は、うち常勤再任用職員の人数

○採用・退職

　　令和元年度における職員の増減状況は、次のとおりである｡

(単位　　人)

※( )は、当初職員数に含まれる。

※< >は、併任人数のため、定数に含まない。

○平均年齢・平均勤続年数・平均給料

　　市職員の令和2年3月31日現在の平均給料等は、次のとおりである｡

  (単位　　人､円)

歳 4 カ月 年 1 カ月

歳 3 カ月 年 6 カ月

歳 0 カ月 年 3 カ月

歳 10 カ月 年 3 カ月

○人事評価制度の実施

　　人事管理の基礎として活用するとともに、職員の能力向上と組織内コ

　ミュニケーションの円滑化を目指し、人事評価を全職員に実施した。令

　和元年度は係長級以上の職員について、勤勉手当に人事評価の前年度結

　果を反映した。

○職員研修事業 円

　・集合研修 (単位　　日､人)

4,441,801

平 均 給 料

Ｆ Ｇ＝Ｅ＋Ｆ Ｅ／Ｇ

366

1 33

　〃(Ⅱ部)　　　　　　　　 2 普通救命講習　ほか35 新規採用職員

新規採用職員研修
(Ⅰ部･前期)

　〃(清掃業務体験研修) 4 24 新規採用職員

1

7 6

43 18

730 717(9) 25 742 1,472 49.6%77 338

875 717 (32) 0 3

事 務 職 員

331,538

28

E=A+B+C+D

条例 R1年度

嘱託
職員

臨時
職員

産休育休
代替職員

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
職員

小計
正規職員

職員数計 構成比率

常勤再任用を
含む職員

短時間再
任用職員

小計

Ａ

部　局　名　等
定年退職等

1

農業委員会の事務部局の職員 4 <3>

研 修 名 日 数 人 数 対 象

612 551

2

合　　　　　計

5

内 容

1

(10)

516 39 15 311,409

技 術 職 員 137

Ｂ Ｃ Ｄ

287

(22)

714 39 15 314,182

298,659

合         計

教育委員会の事務部局及び
教育機関の職員

市長の事務部局の職員

5

教 員 61 37 9

　〃(6カ月)

ごみ受入業務　ほか

　〃(Ⅲ部･後期) 2 35 新規採用職員 接遇フォローアップ　ほか

R1年度中増減

定数 当初職員数 新規採用 中途採用 中途退職

新規採用職員

CSP(自己理解プロフィール)
ほか

新規採用職員

地方公務員の心構え ほか

5

選挙管理委員会の事務部局の職員 6

監査委員の事務部局の職員

19

職 名 人 員 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

<9>

12

議会の事務部局の職員

241 155
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　　日､人)

　・派遣研修 (単位　　日､人)

○安全衛生管理事業 円

　・定期健康診断

　　職員(嘱託、臨時職員等含む)の健康管理と疾病予防を目的に、健康診

　　断を実施し、異常が認められた者には所要の診療を受けるよう指導し

　　た｡

15,079,057

OJT指導者の役割

勤続10～20年目
の女性職員

ＯＡ研修 3 延べ38 全職員

1

新任課長補佐級 管理者補佐の役割

新任課長研修

5

2 3

一般職員

一般職員

一般職員

19

研 修 名 日 数 人 数 対 象 内 容

49

新任課長補佐研修 1 4

初級職員研修 2

管理･監督職員 ハラスメント防止　ほか

2 延べ79 OJT指導者

ストレスマネジメント研修 1 24 勤続2年目の職員 ストレスの対処法

タイムマネジメント研修 1 24 勤続2年目の職員

推薦等職員 ファシリテーションスキル

人事評価制度
被評価者

人事評価制度
評価者2 167

3783

ＳＤＧｓ研修 1

市町職員広域研修
静岡県市町村振興協会　2コース

人事評価制度評価者研修

人事評価制度被評価者研修

評価者レベルの統一

人事評価制度の理解

2 2 推薦職員

市町村職員中央研修所　5コース 49

係長の役割

職務スキルの向上、キャリア
デザイン

勤続8年目の職員

6 新任課長級 管理者の役割

管理者研修

新任係長級

静岡県自治研修所　5コース 8 5

延べ50 勤続3年目の職員 法律基礎、エンパワーメント

中級職員研修

1

1 8新任係長研修

152

臨時職員のための研修 1 27
窓口対応を行う
臨時職員

コミュニケーション、接遇

個人番号取扱責任者研修 1 43 個人番号取扱責任者 収集及び管理方法　ほか

OAツール活用法

新規採用職員指導者研修

ファシリテーション研修 3

延べ452

上級職員研修 2 13 勤続13年目の職員

民間企業派遣研修
(株)イトーヨーカ堂　三島店

東部地域市町合同研修(沼津市主催)
2コース

51 管理･監督職員 SDGsの基礎知識

派　　遣　　先

令和2年度
採用予定者

勤続10年目
程度の職員1 26

時間管理意識の醸成

推薦職員

女性職員
キャリアサポート研修 1 18

地域力向上

職場課題の情報交換　ほか

静岡県市職員研修協議会東部ブロック共同
研修(沼津市幹事)　1コース

3 3

2

5 担当職員

国際文化研修所　2コース 6

政策法務研修

新規採用予定者・
合同事前研修

政策形成、法務知識

自治体職員の基本姿勢、近隣
自治体との交流　ほか

日 数 人 数 対 象

2 担当職員
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独事業費補助金 円

　・通信教育受講補助金 円

　　通信教育修了者に対し、受講料の一部を支援した｡

　　　通信教育  9件

　・自主研究グループ活動補助金 円

　　学校栄養士研究会ほか7グループの自主研究活動に対し支援した。

  03目 文書管理費 (単位　　円)

15,655,941円

○ファイリングシステムの維持管理事業 円

　　スムーズな文書の検索を確保するための文書管理方法として、ファイ

　リングシステムを導入しており、その定着及び継続を図るため、学校職

　員及び新規採用職員を対象とした研修やファイリングシステム未改善部

　署を対象とした外部監査を実施した。また、全庁の約3分の1の部署を対

　象としたファイリングシステムの維持管理実地指導を実施した。

○情報公開制度の実施事業 円

　　市政運営の公開性の向上を図るために情報公開制度を実施しており、

　公文書の開示請求が243件、開示申出が13件あった｡

　　　情報公開審査会　6回

○保存文書のマイクロフィルム化事業 円

　　文書庫保存文書の増加による保存スペース不足の解消を図るため、永

　年保存文書のマイクロフィルム化を実施しているが、これらのマイクロ

　フィルム文書の迅速な検索及び閲覧を可能とするため、これまでにマイ

　クロフィルム化した文書の電子データ化を行った。

　　　電子データ化数　37,615コマ

○個人情報保護制度の実施事業 円

　　市民の基本的人権の擁護を図るために個人情報保護制度を実施してお

　り、自己情報の開示請求が9件あった。

　　　個人情報保護審議会　1回

(単位　　人)

328,532

416,283

876,744

46,174

30歳･35歳･40歳以上の職員等、新規採用職
員、社会福祉施設等勤務職員

石 綿 健 康 診 断 54

VDT作業が連続1時間以上の職員

ス ト レ ス チ ェ ッ ク

456,372

135,372

66,000

項 目 名 受診者数

1,290 1,003
全職員(心電図は35歳以上の職員)、共済組合
と共同実施(嘱託、臨時職員等は市単独実施)

Ｖ Ｄ Ｔ 検 査 50

2

そ の 他
決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債

1,173 126 週29時間以上勤務する職員

2

15,655,941 65,660 15,590,281

石綿含有部材等使用の作業に従事していると
考えられる職員及びその周辺作業に従事のた
め間接的な石綿ばく露を受けた可能性のある
職員

胃 部 レ ン ト ゲン 検査 338 26
主に40歳以上の職員、共済組合と共同実施
(嘱託、臨時職員等は市単独実施)

血液 ･尿 ･心電図検査

異常あり 対 象

胸 部 レ ン ト ゲン 検査 927 12
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○例規検索システム及び法令検索システムの更新

　　例規及び法令の迅速な検索のために導入した庁内LAN対応の例規検索

　システム及び法令検索システムのデータ更新を行った。

　　　更新回数　例規検索システム 5回、法令検索システム 6回

○条例･規則等 (単位　　件)

  04目 広報費　　　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単位　　円)

64,952,437円

○「広報みしま」広報事業 円

　　毎月1日･15日に発行(1･5･8･12月は1日号のみ)、年間20回。創刊以来、

　令和2年4月1日号で通算1,253号になった｡

　　　印刷製本費 円

　　　配布手数料 円

○市民カレンダー広報事業 円

　　発行部数は46,000部、1カ月につき3枠の広告欄を設け、2020年版では

　154万円の広告収入を得た。

○コミュニティＦＭ広報事業 円

　　市政及び市に関連した行事等のお知らせを行った｡

(単位　　円)

○公式ホームページ広報事業 円

　　アクセシビリティの向上等利用者に配慮したホームページ作りや、レ

　イアウトの調整、新デザインのページ作成のほか、職員向けの研修を実

　施した。また、市内の公共施設等に整備した公衆無線LAN(Wi-Fiスポッ

　ト)の運用を行った。

　・ホームページコーディネーター育成研修

　　　一般職員向け(各3時間×2日)　　参加者 30人

　・みしまWi-Fi整備の推進

　　　運用箇所　市役所玄関ロビー、街中ほっとサロン、保健センター、

　　　　　　　　山中城跡公園売店

37,813,421

2,549,800

0

163

コミュニティＦＭ
広報事業委託

55

合 計

14,533,023

1,029,082

62

事　業　概　要

49,000

7

区 分 新　設 改　正 廃　止 計

条 例 3 59 0

規 則

14,533,023

・インフォメーション(3分間)
　月～木曜日1日3回、金曜日1日4回、
　土曜日1日2回、日曜日1日1回
・クローズアップ(5分間)
　月･水･金曜日1日2回、土･日曜日1日1回
・30秒スポットCM
　月82本

39 46

そ の 他 の 規 程 4 47 4

3,012,000 61,891,437

17,407,859

16,578,400

事　業　名 事　業　費

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

64,952,437

14 145 4
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○ｅコミュニティまちづくり推進事業 円

　　市民と協働で三島の魅力を全国に情報発信する｢三島市民ポータルサ

　イト｣と地域コミュニティを推進する会員制サイト｢三島市地域SNS｣の2

　つのインターネットサービスを行った。

　　　ポータルサイト登録団体　387団体(令和2年3月31日現在)

　　　地域SNS会員数           1,323人(令和2年3月31日現在)

○有線テレビ広報事業 円

　　ケーブルテレビ運営会社に、コミュニティチャンネルでの放映及び市

　ホームページへの掲載用の｢特集番組｣と｢ウィークリートピックス｣の映

　像取材･放送用映像の制作を委託した。

(単位　　円)

○みしまファンネット推進事業 円

　・商店街イベントや楽寿園行事などをSNS、YouTubeなどでPR

　・主な事業 (単位　　円)

○ＩＣＴ活用デジタルライフ推進事業 円

　　市民が自らICT(情報通信技術)を活用して地域の課題を解決できる仕

　組みづくりや人材育成など、ICTを積極的に活用して市民のデジタルラ

　イフの充実と地域の活性化を図った。

　　　小学生向けプログラミング教室　　参加者 16人

　　　シニア向けタブレット講習会 参加者 23人

  05目 市民相談費 (単位　　円)

 

5,456,513円

○市民相談事業 円

　・相談の受付件数 (単位　件)

5,973,866

1,582,123

411,710

1,730,080

おもてなしブック
発行

562 0 1,160

196,315

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

103,586

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金

5,352,927

渋谷駅前ビジョン
動画放映広告

967,920

渋谷駅前の大型ビジョンにて三島市のPR動
画を放映
回数:15回/日
時間:30秒/回

YouTube広告実証事業 363,000
東京都、神奈川県、愛知県、静岡県におい
て広告動画を配信(視聴回数:185,329回)

5,456,513

127,600 転入者向け生活便利帳:2,000部発行

446

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

一般相談
(電話･窓口)

弁護士による
法律相談

2,506,540 月～金曜日　15分番組　1日4回

広報番組等制作
業務委託

3,446,580 土～日曜日　29分番組　1日3回

合　　計 5,953,120

市 債 そ の 他

市長相談

合　　計 1,458,520

司法書士による
相続登記相談

宅建協会による
不動産相談 合　　計

118 34

｢みしま広報室｣番組
制作委託
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・市民メール等の受付件数 (単位　件)

　・一般相談、法律相談の内訳 (単位　件)

 

○市民広聴事業 円

　・市民、自治会からの要望等受付件数 (単位　件)

　・市民意識調査

　　　対　　象　三島市在住の満18歳以上の男女2,000人

　　　抽出方法　単純無作為抽出

　　　調査方法　郵送調査、インターネット調査

　　　調査期間　令和元年5月15日～5月31日　

　　　有効回答　1,085人(うち、インターネット回答127人･回答率54.3％)

　　　テ ー マ　居住環境、市の取組みの満足度･重要度、総合計画の指

　　　　　　　　標に関する項目、自治会･町内会での活動、幸福感など

　・みしまの未来を描く会

　　　テ ー マ　10年後のみしま～子どもの未来のために～

　　　場　　所　北上文化プラザ

　　　参 加 者　24人

  06目 財政管理費 (単位　　円)

5,792,582円

○新地方公会計制度推進事業

　・統一基準財務書類作成等業務委託 円

　　国が示した統一的な基準による財務書類の作成等を行うことにより、

　　本市全体の資産や債務を適切に把握するとともに、平成30年度財務諸

　　表及び平成30年度固定資産台帳の公表を市ホームページで行った。

一　般
相　談

法　律
相　談

1,144,048

　　　　　　　　　　種別
内容

408 71

18 10

1

損 害 賠 償 12 25

借 地 ･ 借 家 11 34

83

59

1,2901,207

提案メール 合　　計

保 証

親 子 関 係

金 銭 貸 借 10 60

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

5,792,582

不 動 産 関 係 9

婚 姻 ･ 離 婚 5

相 続 ･ 贈 与 ･ 遺 言

13 3

家 庭 内 問 題

6412 31 82

42

一般投書 要望書 市民提案 声のポスト 合　　計

25 31

戸 籍 関 係 4 2

そ の 他

相 隣 関 係 28 7

契 約

3,760,350

18 97

189

5

合 計 562 446

5,792,582

市民メール
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  08目 財産管理費 (単位　　円)

8,341,521円

○主な財産管理委託事業 (単位　　円)

市有地草刈業務委託(2,359㎡)

公有財産台帳システム経年異動業務委託

　

○新庁舎建設事業 円

　　庁舎建設に向けた市民意識の醸成を図るため、庁舎に関する市民アン

　ケート調査及び庁舎のあり方を考える市民会議の開催を通じて市民意見

　を聴取した。

○普通財産処分状況

・処分した主な普通財産(土地) (単位  ㎡、円)

  09目 企画費　　　　 (単位　　円)

57,094,836円

○平和都市推進事業 円

　　8月を｢平和都市推進月間｣と位置付け、広島市平和祈念式中学生派遣、

　パネル展、サイレン吹鳴、懸垂幕の掲示等を実施した。

○総合計画策定事業 円

　　第4次三島市総合計画が、令和2年度に終了するため、令和3年度から

　令和12年度までの10年間を期間とする第5次三島市総合計画の策定作業

　を進めた。

　　　市民未来会議　        5回開催　　参加者52名

　　　三島市総合計画審議会　1回開催　参加委員29名

○三島市総合戦略推進事業 円

　　三島市まち･ひと･しごと創生推進会議を開催し、｢住むなら三島･総合

　戦略｣に掲げる事業の効果検証、意見聴取を行った。

　　　開催回数　1回　

○女性リーダー育成事業 円

　　男女共同参画プランの改訂に合わせ、市の政策や今後の課題について

　市民意見の聴取とシビックプライドの醸成を目的に連続講座を開催した。

　　　基調講演 1回(参加者 28名)　講座開催 4回(参加者 7名)

11,385,460

廃水路敷

廃道路敷

181.86

214.82

7,117,361

事　業　名

259,496

4,846,740

504,871

5,054,739

84,727

合　　　計 1,108,256

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

売払金額 備考

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

8,341,521 8,341,521

市 債 そ の 他

57,094,836 10,140,000 22,500,000 1,915,076 22,539,760

149.05 23,969,450
下土狩
文教線
代替地

三島市徳倉一丁目1090番5
ほか5筆

三島市字天神原4101番2
ほか1筆

合　　　計 545.73 42,472,271

770,000

所　在　地 地目 面　積

国 ・ 県 支 出 金

三島市文教町一丁目3152番9
ほか1筆

宅地

金  　 額

338,256

宅地等

雑種地等
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○公共施設保全計画策定事業 円

　　市民懇談会(14小学校区)及びワークショップ(全5回)を開催し、公共

　施設に対する市民意見を聴取した。聴取した市民意見を集約し、客観的

　に分析･評価するため、外部有識者等で構成される公共施設マネジメン

　ト検討委員会を開催した。公共施設マネジメント検討委員会からの提言

　を市素案に反映させ、令和2年3月に公共施設保全計画を策定した。

○地域戦略事業 円

　・ふじのくにフロンティア推進事業

　　塚原地区では、民間事業者による優良田園住宅70区画の工事が完了し

　　た。また、企業誘致を進めている玉沢地区では、県の協力により進入

　　路の整備を進めており、令和4年度の完成を目指している。

　・産官学連携事業

　　国立遺伝学研究所の研究や活動を市民に広く知ってもらうため、各種

　　講座を開催した。

　　　遺伝学講座･みしま　　  1回　　参加者 96名

　　　夏休み子ども遺伝学講座 1回　　参加者 72名

○移住・定住促進事業 円

　　人口減少対策として首都圏からの移住を促進するため、移住相談や移

　住体験ツアーを開催した。

○地方創生人材育成事業 円

　　人口減少社会における地域課題の解決に向け、広い視野と新しい考え

　方を身につけた職員及び民間企業の人材を育成するため、官民連携によ

　り事業を実施した。

　・みしま官民連携まちづくり研究室(みしラボ)

　　市役所と民間(企業･団体)の若手を対象に合同研修を実施した。

　・次世代リーダーの育成

　　全国地域リーダー養成塾(地域活性化センター主催)へ職員を派遣した。

　　　講座等延べ日数  28日間(会場は東京ほか)　参加者 1名

　・市役所創生研修

　　官民連携や地方創生などに関する新たな知見や価値観に触れる研修会

　　へ参加した。

　　　参加回数　7回　  参加者 延べ9名　

○新幹線ひかり号三島駅停車本数増加要望事業

　　新幹線三島駅を利用する地域住民の利便性向上と地域の活性化を図る

　ため、三島市を含む近隣市町(10市町)、商工会議所･商工会(10団体)が、

　近隣の事業所等(23団体)の賛同を得る中で、新幹線の三島駅停車本数の

　増加についてJR東海に要望を行った。

　　　要望回数　1回

○広域行政

　・駿豆地区広域行政連絡会(5市3町)

　　地域の振興･発展を目的に、駿豆地区の広域連携方策等に関する意見

　　交換や情報交換を行った。　　

　　　連絡会　1回　

7,977,433

796,719

448,375

998,581

市役所 民間

　参加者(うち、新規) 11名(10名) 11名(8名)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・富士箱根伊豆交流圏市町村ネットワーク会議(38市町村)

　　人が集まり活気あふれる圏域の形成を目的に、静岡県･神奈川県･山梨

　　県の市町村が、圏域の自然環境、歴史、文化等を生かし守りながら連

　　携する方策等に関する意見交換や情報交換を行った。

　　　総会　4回　　　富士箱根伊豆交流圏市町村サミット　1回

　・伊豆半島7市6町首長会議(13市町)

　　伊豆半島内の市町に共通する様々な行政課題について協議を行うとと

　　もに、伊豆半島グランドデザイン(令和元年度版)を策定した。

　　　【7市6町】首長会議　3回、幹事会　3回

　・サンフロント21懇話会(市町会員11市9町)

　　県東部地域の行政･産業･医療･法曹等各分野で活躍している人々が集

　　まり、リーダーの視点から東部全体の調和や発展について議論を交し

　　た。

　・御殿場線利活用推進協議会(5市5町)

　　御殿場線の利活用及び沿線地域の振興･発展を推進し、利便性の向上

　　を図るため、要望活動や各種事業を実施した。

　　　総会　1回　　理事会　1回　　幹事会　3回

　・駿豆線沿線地域活性化協議会(3市1町･1社)

　　伊豆箱根鉄道駿豆線沿線の自治体と伊豆箱根鉄道㈱が連携し、沿線地

　　域の活性化や交流･定住人口の増加を目的に、各部会で各種事業を実

　　施した。

　　　協議会 2回　観光部会 6回　防災部会 2回　防犯部会 2回　

○平成30年度繰越明許費

　・豊かな暮らし空間創生事業費補助金 円

　　　住宅地の名称　　三島塚原優良田園住宅　桜郷里

　　　区画数　　　　　70区画

　　　開発面積　　　　3.7ha

　　　開発事業者　　　三島塚原田園住宅合同会社

○令和元年度繰越明許費

　・地域戦略事業

　　静岡県から｢ふじのくにフロンティア推進区域｣の指定を受け企業誘致

　　を進めている玉沢地区において、県東部農林事務所が行う進入路整備

　　工事の遅滞により、用地売却に向けた不動産鑑定評価の業務発注を遅

　　らせる必要が生じたことから、年度内の事業完了が見込めないため、

　　繰越明許とした。

　　　　繰越額　1,250,000円

  10目 国際交流推進費 (単位　　円)

13,591,608円

○姉妹都市公式訪問団派遣事業 円

　・麗水市公式訪問団派遣事業 円

　　公式訪問団として第1回麗水市国際友好都市大会へ参加するとともに、

　　観光交流提携に関する覚書の調印を実施した。

972,455

13,591,608

40,000,000

972,455

13,591,608

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○外国籍市民相談事業 円

　　在住の外国籍市民を支援するため、4言語での外国籍市民相談窓口業

　務を実施した。

○姉妹都市交流推進事業 円

　・ニュープリマス市青少年友好交流団受入事業 円

　　ワイタラハイスクールより、研修生16人と引率者11人を受け入れた。

　・ニュープリマス市教師受入事業 円

　　教師1人を受入れ、12日間、一般家庭でホームステイをしながら市内

　　の学校等を訪問した。

　・ニュープリマス市教師派遣事業 円

　　教師1人を派遣し、14日間、一般家庭でホームステイをしながら市内

　　の学校等を訪問した。

　・麗水市中学生友好交流団受入事業 円

　　研修生12人と指導員1人、通訳1人を三島市に受入れ、一般家庭でホー

　　ムステイ研修等を5日間実施した。

　・フレンドシップ2019派遣事業 円

　　パサディナ市へ研修生11人と引率者2人を派遣し、一般家庭でホーム

　　ステイ研修等を9日間実施した。

○市単独事業費補助金 円

　・国際交流協会補助金 円

　　姉妹都市･友好都市との交流事業

　　　麗水市新エネルギー視察団受入、麗水市介護福祉視察団受入ほか

　　在住外国人との交流事業

　　　ふれあいフットサル大会、フラワーアレンジメント講座ほか

　　教育･文化事業

　　　国際交流フェア、英語･中国語スピーチコンテストほか

　　広報活動

　　　年4回情報誌の発行、ホームページでの情報発信

　・パサディナ市派遣研修生補助金 円

　　研修生1人を派遣し、一般家庭でホームステイ研修等を約3週間実施し、

　　研修に係る費用の一部を支援した。

　11目 男女共同参画費 (単位　　円)

2,490,200円

○男女共同参画推進事業     円

　　あらゆる分野への男女共同参画の促進、人権の尊重と男女共同参画の

　意識づくり、ワーク･ライフ･バランスの実現に向けた環境づくり、生涯

　を通じた健康で安定した生活の確保を基本目標に各種事業を実施した。

　　　主な講座

　　　・幼稚園･保育園出前講座 2回　 参加者(保護者)  85名

　　　・PTA出前講座 1回　　　　　　 参加者(役員ほか)57名

1,909,912

1,860,272

延べ相談件数 相談者数

2,489,600600

2,068,000

190,200

80,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

2,490,200

対応言語 相談内容

外国籍市民
相談窓口業務

817件 693人

ポルトガル語
スペイン語
英語
中国語

行政･医療･税金･
保険･教育･住居･
言葉･福祉など

160,000

100,000

324,070

336,540

790,012

1,988,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独事業費補助金

　・男性の育児休業取得奨励事業費補助金 円

　　男性の育児･家事への参加を促し、夫婦で子育てしやすい環境を実現

　　するために、男性労働者及び事業主に対し支援した。

　　　補助金:男性が5日以上育児休業を取得した場合に、1日5千円を支援

　　　　　 　(上限20日分、各10万円まで)

　　　実　績:29名、8事業所(平均対象日数12.7日間)

  13目 検査管理費 (単位　　円)

462,146円

○課別検査実施状況 (単位　件)

○工事検査執行状況 (単位　件)

○業種別成績評定点 (単位　件､点)

施工体制 点

施工状況 点

点

工事特性 点

創意工夫 点

社会性等 点

合　　計 点

(1)

4

建 築 住 宅 課 26 13

出来形部分検査

(5)

0

69

業種 工事件数

農 政 課 9 4

  500万円未満

建築一式 0.0 5.7

土木一式
  500万円以上
2,500万円未満 23

土木一式 75.6 7.4

4 1

水 と 緑 の 課 2 1

89

20 16

中間検査

2,500万円以上

  500万円以上
2,500万円未満 0

77.5 5.2

139 89 0

1

下 水 道 課 32

75.7

33.6

建築一式

3 5

生 活 排 水 対 策 室 2

0.0 7.3

出来形･出来ばえ

土 木 課

繰越明許費

平均点 工事成績の配点基準

24 (8)

1

合　　　　計 139 89

76.3

73.1

1

8 3

水道施設 13 74.9

その他 15 75.3

全体

電気

462,146

一 般 財 源

建築一式

土木一式 2,500万円以上 17 77.0

76.0 100.0

2

管 10

  500万円未満 6

40.8

国 ・ 県 支 出 金 市 債

(うち繰越明許費等) 債務負担行為

462,146

決　算　額

2,300,000

             項目
　課別

(6)

(1)

40

1 5

都 市 整 備 課

(35) 16 19

契約件数
検査件数

完成検査

水 道 課

26 (14) 7 7

そ の 他

工事請負契約 完成検査件数 (　　)の内訳

締結件数

特　　定　　財　　源
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○優良工事表彰

　　市が発注した建設工事の受注者の、建設技術と意欲の向上を図るとと

　もに、建設工事の品質の向上及び適正な施工の推進に資することを目的

　に、平成30年度に完成した優良工事16件を表彰し、受注者及び工事に従

　事した技術者に表彰状を授与した。

  14目 情報管理費 (単位　　円)

22,534,933円

○事務事業のＯＡ化事業 円

　  各種事務システムや庁内ネットワーク(MIS)の開発･保守、各種業務や

　市ホームページのサーバーと各課端末の管理、運用、保守を行うととも

　に、MISの外部接続(インターネット)を安定的に提供した。また、ICTを

　活用しペーパーレス化や業務の効率化を促進するため、パソコン上での

　地図データの確認や各種台帳と地図情報の連携を可能とするLGWAN-ASP

　のGISサービスを導入するとともに、RPA(定型業務自動化ソフトウェア

　ロボット)導入に係る実証事業を行った。

　・インターネット接続料 円

　・資産管理システム機器リース料 円

　・ゼンリン住宅地図システム使用料 円

　・RPA導入による業務効率化検証業務委託 円

○ＩＴ推進事業 円

　　職場における情報セキュリティ強化とICT活用の推進を図るため、ICT

　推進リーダーを育成した。情報セキュリティに関する人的対策として、

　情報漏えいやヒューマンエラーなどによる事故を防止するため、職員に

　情報セキュリティ研修を行うとともに、情報セキュリティ内部監査を実

　施した。また、市民サービスの向上を図るため、AIにより24時間365日

　市民からの問い合わせに自動応答するサービスの提供を行った。

○電子申請運営事業 円

　　県内市町の共同運営による、インターネットを利用した電子申請サー

　ビスの提供を行った。

　・電子申請システム使用料 円

　　　申請実績　157手続き　8,167件

○地方公共団体情報セキュリティ強化事業 円

　　LGWANネットワークとインターネット接続の分離に加え二要素認証に

　よるセキュリティ対策を行った。

○各種団体への負担金（情報政策課） 円

　・静岡県自治体情報セキュリティクラウド運用保守負担金

円

　・中間サーバー･プラットフォームＡＳＰサービス利用交付金

円

　　マイナンバー制度導入に伴い、各地方公共団体が情報連携などに利用

　　する中間サーバー･プラットフォームの運用保守に係る経費として、

　　地方公共団体情報システム機構に交付金を支出した。

○各種団体への負担金（広報広聴課）

　・全国ＩＣＴ教育首長協議会負担金 円

国 ・ 県 支 出 金

4,050,697

481,200

1,255,824

1,188,000

10,858,206

市 債 そ の 他

19,500,933

1,045,000

22,534,933 3,034,000

10,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

3,474,390

291,812

3,633,885

286,812

4,114,206

6,744,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　15目　市民活動推進費 (単位　　円)

6,026,791円

○市民活動推進事業　 円

　　NPOやボランティア活動を推進するため、三島市民活動センターの会

　議室や印刷機等を提供するとともに、市ホームページやメールマガジン

　によって、市政や活動団体の情報の提供を行った。

　　　利用登録団体数　401団体

　　　市民活動センター利用者数　19,865人、会議室利用件数　2,161件

　　  メールマガジン発行回数　49回、配信先　360件　

　・ふるさと三島大賞

　　シビックプライドをもち、特に優れた活動を行っている団体を｢ふる

　　さと三島大賞｣として表彰した。

　　　大賞1団体、優秀賞3団体、奨励賞2団体　　

  16目 地域振興費　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (単位　　円)

29,131,690円

○自治会活動推進事業 円

　　各自治会の代表者に地区委員を委嘱し、市と地域住民が円滑な相互協

　力を行うことにより、市民生活の利便性の向上及び効率的な行政運営を

　図った。

　・地区委員報償金　　 人 円

　　　算定方法　　(35,000円×地区委員数)＋(160円×地区世帯数)

○地域づくり市民会議事業 円

　　地域コミュニティ連絡会のほか、小学校区ごとの地域コミュニティ協

　議会設置を見据え、地域づくりコーディネーター研修会を開催した。

　・地域コミュニティ連絡会

　　　全24回(市内12小学校区で年2回)　参加者  513人

○市単独事業費補助金 円

(単位　　円)

2,296,950

1,800,000

2,500,000

29,131,690

事業費

663,140

6,026,791

11,773,099

6,871,000

14,385,451

144 11,671,360

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

6,026,791 129,930 5,896,861

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

決　算　額

自治会連合会が実施する事業に要する経費
を支援

自治会、町内会に対する山車･山車小屋の
新造、修繕に要する経費を支援
　山車修繕　寿町自治会ほか3件
　山車小屋修繕　三好町自治会

自治会、町内会に対する地区集会所の新
設･修繕･備品購入等に要する経費を支援
　交付団体　加茂川町1区町内会ほか17件

2,300,000 26,831,690

補助金名

自治会活動保険補助金

三島市自治会連合会
補助金

山車新造資金等補助金

地区集会所施設整備
補助金

事業概要

自治会活動における事故により怪我や財物
の損壊が起きた時に備える保険に自治会が
加入する際、その保険料の約1/2を支援
　交付団体　127自治会
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　　円)

○その他各種補助金

　・コミュニティづくり設備等整備補助金 円

　　　祭り用品の整備　　初音台町内会

  17目 防犯対策費 (単位　　円)

44,593,559円

○市民防犯意識啓発事業 円

　・防犯対策

　　　防犯情報の提供

　　　　広報みしまや同報無線、ボイス･キュー等を通じて各種防犯情報

　　　　を提供し、意識啓発と注意喚起を図った。

　　　防犯教室･防犯講座の実施

　　　　市内全小学校や幼稚園等で不審者から身を守るための防犯教室を

　　　　実施した。

　　　　  全52回、参加者　5,711人

　・新入学児童への防犯ブザーの配布

　　　配布数合計　990個

　・青色回転灯防犯パトロール

　　青色回転灯を搭載したパトロール車により、市内全域のパトロールを

　　行い、街頭犯罪の抑止に努めたほか、講習会を2回実施した。

　・三島市犯罪ゼロの日

　　広報みしまやボイス･キューを活用して、市民一人一人の防犯活動を

　　呼びかけた。

　・犯罪被害者支援

　　研修会への参加　職員2人

○防犯灯維持管理事業 円

　　防犯灯の効率の良い整備･維持管理を行うことで、夜間の歩行者の安

　全確保を図った。

　　　新設24基、移設4基、撤去4基、修繕25基

　　　令和2年3月31日時点　管理総数　7,209基

光熱水費 円

修繕料 円

　・防犯灯LED化 円

　　平成28年度から令和7年度までの10年間の債務負担行為によるリース

　　にて、防犯灯のLED化を実施した。(全体契約額162,648,000円)

357,043

合　計

小学校区単位で地域住民が会議を開催し、
情報共有や課題の話し合い等を行う、地域
コミュニティ協議会の活動に要する経費を
支援
　交付校区　東小学校区、西小学校区

14,385,451

市 債 そ の 他

1,288,722

2,300,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

44,593,559

17,749,956

1,615,185

地区集会所等を利用して新たに行う地域コ
ミュニティ活動事業に要する経費を支援
　交付団体　塚の台町内会ほか5件

16,264,800

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金

560,458

36,753,573

44,593,559

地域コミュニティ活動
事業費補助金

地域づくり事業費補助金

補助金名 事業費 事業概要
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・防犯灯管理システム維持管理業務委託 円

　　防犯灯およびカーブミラー設備に新設･移設等の変更が生じた場合に、

　　データを更新することで、管理システムを最新の状態に維持した。ま

　　た、カーブミラーについては、位置情報データ等の追加を行った。

○市単独事業費補助金 円

　・地域防犯活動事業費補助金 円

　　地域が一体となった防犯体制の構築を図るため、地区安全会議のうち、

　　活動費の生じた団体について、その活動費の一部を支援した。

　　　交付団体　5団体

　　　　北上小学校区安全会議、錦田小学校区地域安全会議、

　　　　徳倉小学校区安全会議、中郷小学校区安全会議、

　　　　沢地小学校区安全会議

　・防犯灯維持管理補助金 円

　　商店会が管理する防犯灯電気料金の1/3を16商店会に支援した。

  18目 財政調整基金積立 (単位　　円)

　　　 金

396,136,151円

○積立金の状況 (単位　　円)

　19目 庁舎建設基金積立 (単位　　円)

　　　 金

101,042,233円

○積立金の状況 (単位　　円)

　22目 収入印紙等購入基 (単位　　円)

　　　 金繰出金

2,000,000円

○収入印紙等購入基金繰出金 円

　　静岡県収入印紙の需要量が増加し、現在の基金の額では不足が生じる

　ことから、200万円の増額をした。

　　　限度額　800万円→1,000万円

 02項 徴税費 (単位　　円)

  02目 賦課費

104,282,255円

2,000,000

101,042,233

令 和 元 年 度
運用利子による積立額

396,000,000

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金

決　算　額

242,264

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

1,340,000

令 和 元 年 度
取 崩 額

国 ・ 県 支 出 金

平 成 30 年 度 末
基 金 現 在 高

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

2,000,000

2,000,000

42,233

決　算　額

平 成 30 年 度 末
基 金 現 在 高

令 和 元 年 度
積 立 額

令 和 元 年 度
運用利子による積立額

令 和 元 年 度
取 崩 額

1,582,264

市 債 そ の 他

104,282,255

令 和 元 年 度
積 立 額

決　算　額

令 和 元 年 度 末
基 金 現 在 高

1,281,422,479 101,000,000 42,233 1,382,464,712

そ の 他

396,136,151 136,151

特　　定　　財　　源

101,000,000

1,036,000

令 和 元 年 度 末
基 金 現 在 高

1,401,128,962

決　算　額

1,390,992,811 396,000,000 136,151 386,000,000

104,282,255

市 債
一 般 財 源
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市税の課税状況(現年度課税分) (単位　円)

　

　　

 

○納税義務者の状況

　※市民税･軽自動車税　課税状況調基準日現在の数、固定資産税　年度当初調定件数

○人口・世帯・納税義務者別の課税状況 (単位　円)

　※人口･世帯　住民基本台帳各年1月1日現在

　　個人市民税　課税状況調基準日現在の調定額、固定資産税　年度当初調定額

○税務証明書の発行件数 (単位　件、円)

(本庁、中郷･北上市民サービスコーナー、コンビニの合計値、発行件数は無料発行数を含む)

○固定資産評価審査委員会審査申出件数

　　0件(平成30年度　1件)

○固定資産税課税資料整備事業 円

　・不動産鑑定手数料　 円

　・地理情報システムリース機器返還手数料 円

　・土地家屋現況図経年異動データ更新業務委託　 円

　・標準宅地不動産鑑定評価業務委託　 円

　・固定資産税土地評価資料分析業務委託　 円

　・システム使用料 円

○各種団体への負担金 円

　・地方公共団体情報システム機構負担金 円

　　軽自動車税(種別割)の重課･軽課等に係る車検証情報提供に対し、負

　　担金を支出した。

37,680 37,617

固定資産税関係

42,504 42,388

 軽自動車税(台)

公図･閲覧等 538 160,400

8,389,656,354

固 定 資 産 税
( 交 付 金 を 含 む )

7,386,673,000 7,283,769,781 7,235,557,530

軽 自 動 車 税 250,404,000 251,623,200 240,058,800

市 た ば こ 税 632,857,000

51,374,508

4,404,243

4,364

人口 1世帯 納税義務者

1人当たり 当たり 1人当たり 1人当たり 当たり 1人当たり

個人市民税 62,943 141,490

納税関係

3,175,200

区　　分
令和元年度 平成30年度

人口 1世帯 納税義務者

14,688,000

3,874,068

286,005

15,226 4,544,400

超過税率

3,104

証明の種類 発行件数 手数料収入

令和元年度 平成30年度

市
民
税 309 超過税率 297

市民税関係

 個　　人(人) 56,921 56,510

区　　　分

2,220,900

17,711,409,842 17,775,033,216

令　和　元　年　度
予　算　額

調 定 額

令和元年度

170,700 64,991 147,670 170,154

122,368

固定資産税 65,748

都 市 計 画 税 1,331,072,000 1,318,088,090 1,300,475,697

2,795

平成30年度

 固定資産税(件)

616,667,318 609,284,835

621,400

合　計 25,714 7,547,100

86,400

122,027 62,311 141,580

2,883

3,180

147,795

市 民 税

標準税率 標準税率

合 計 17,760,096,000

5,586

8,159,090,000 8,241,261,453

 法　　人(社)

17,600

税 目

29,533,240
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・地方税共同機構負担金 円

　　市税の賦課業務の電子化に係るシステム運営のため負担金を支出した。

　・静岡地方税滞納整理機構負担金 円

　　軽自動車税申告書処理事務及び税務研修事務に係る負担金を支出した。

  03目 徴収費 (単位　　円)

115,447,953円

○収納状況

 

○年度別不納欠損額

固定資産税

現年分 7,386,673,000

軽自動車税

18,100 115,429,853

2,381,088

1,506,350

計 17,864,554,000 18,068,812,921 17,720,568,170

予　算　額

57,094,000 201,456,839 64,337,491 31.94

計 8,216,184,000 8,442,718,292

金 額 17,987,015 35,917,732

14

877

金 額 422,870 861,958

616,667,318

件 数 374 434

そ の 他

115,447,953

特　　定　　財　　源

8,159,090,000

87 101

国 ・ 県 支 出 金 市 債

7,283,769,781 7,242,486,506 99.43

決　算　額

8,248,508,675 97.70

一 般 財 源

(単位　円､件)
                    年度
   区分 平 成 29 年 度平 成 30 年 度令 和 元 年 度

個 人
金 額

市たばこ税

17,711,409,842

970,061

616,667,318 100.00

17,603,223,664

98.33

616,667,318

件 数 8

616,667,318

都市計画税

現年分

計 632,858,000

99.39

(単位　円､％)

税　　目 区　分

99.318,241,261,453

―

7,285,505,119 98.33

601 853

滞繰分 37,966,000 125,371,035 43,018,613 34.31

計 7,424,639,000 7,409,140,816

合　計

市 民 税

調　定　額

滞繰分

金 額 321,764 380,603

56,719,056 23,109,828

件 数

598,120

件 数

1,237

114

1,062 1,388

軽自動車税

固定資産税
都市計画税

金 額 29,558,878 20,420,721 5,790,739

現年分 250,404,000 251,623,200 249,313,519 99.08

滞繰分 2,516,000 7,970,002 2,231,870 28.00

計 252,920,000 259,593,202 251,545,389 96.90

現年分 632,857,000

859

法 人
18

市

民

税

件 数 593 839

17,564,145 35,055,774 15,750,908

117,344,506 32.83

1,318,088,090 1,310,585,137 99.43

滞繰分 6,881,000 22,605,203 7,756,532 34.31

計 1,337,953,000 1,340,693,293 1,318,341,669

滞繰分 104,458,000 357,403,079

1,331,072,000

計

246

98.07

16,720,969

件 数

100.00

滞繰分 1,000 0 0

現年分 17,760,096,000

8,184,171,184

収 入 済 額 収納率

現年分

合 計
金 額 47,867,657
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○滞納整理回収事業 円

　　納税意識の希薄な滞納者に対して、財産調査の強化による債権差押、

　捜索による動産差押など、適切な滞納整理を行った。

　・インターネット公売の実施状況

　　官公庁を対象としたインターネットオークションを利用して、公売を

　　実施した。

　・参加回数、落札金額等 (単位　回、件、円)

○納税相談及び納税窓口

　　平日開庁時間内に来庁が困難な納税者に対し、月2回、夜間納税相談

　窓口、月1回、休日納税相談窓口を開設し、収納率の向上に努めた。

　・夜間休日納税相談 (単位　人､件)

　・夜間休日納税窓口(納税件数及び金額) (単位　件､円)

○収税特別対策事業 円

　・嘱託徴収員による催告業務 (単位　件)

現地調査件数

継続確認通知、解約予告等文書催告発送件数

納付計画入力件数

電話催告件数

360

801

1,345

1,398

合　　　　計 3,904

2,551,824

13,654,997

181 247

内　　　容
現　年　度　分

軽 自 動 車 税 0 0 4 21,500

小　　　　計 14 279,982

区   分
夜   間 休   日 合   計

来庁
者数 件 数

来庁
者数 件 数

21 64

参 加 回 数 出 品 件 数 落 札 件 数 落 札 金 額

3 13 13 572,223

11

督 促 ･ 延 滞 金

0 0

7

合　　　　計 20 400,593

来庁
者数 件 数

分 納 誓 約

普 徴 7 123,482 6 279,562 13 403,044

10 21

納 付 約 束
滞
納
者
と
接
触

5

39 47

20 36 56

4 21,500

0 0 0

来 庁 約 束

19

0

5 48,000

市 ･県民税

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

2 18,000 3 30,000

完 納 3 2

86

合 計 76 122 125

一 部 納 付

滞 納 繰 越 分 合　　　　計

件数 金　　　額 件数 金　　　額 件数 金　　　額

1 117,000 0 0 1 117,000

426,104 39 826,697

区　　　分 件数

国民健康保険税 6 120,611

8 15

電 話 43

9

105

309,562 23 589,544

法 人 市 民 税

6 98,442 12 219,053

0 0 18,100

特 徴

18,100 44
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○静岡地方税滞納整理機構

　・移管件数　　20件

　・負担金 円 (一般会計　2,081,900円、国保会計　2,081,900円)

　・徴収金 円 (令和元年度中の収納額)

(内訳) (単位　件､円)

○コンビニエンスストア収納代行事業

　　平成31年4月から、クレジットカードで納付ができる｢モバイルレジク

　レジット｣やLINE Payによる納付サービスを開始した。

　・コンビニエンスストア収納代行業務委託 円

　・モバイルレジ収納代行業務委託 円

　・モバイルレジクレジット収納代行業務委託 円

　・LINE Pay収納代行業務委託 円

(取扱件数) (単位　　件)

 03項 戸籍住民基本台帳 (単位　　円)

      費

  01目 戸籍住民基本台帳

　　　 費

196,988,046円 ○戸籍関係

　・本籍数及び本籍人口

　　　本籍数 件

　　　本籍人口 人 ※令和2年3月末現在

　・届出事件数 (単位　件)

○住民基本台帳関係

　・住民基本台帳人口及び世帯数(日本人)

　　　人　口 人

　　　世帯数 世帯 ※令和2年3月末現在

4,163,800

9,187,724

税　　目

840 793

192,400 1,859,113

法 人 市 民 税 16 13,354

合　　計

市 県 民 税 96 1,664,163 2,550

23,184 132 261 121

軽 自 動 車 税

モバイルレジ
クレジット LINE Pay 合　計

185,822

307,585

111,867

税　　目 コンビニ モバイルレジ

合　　計 116,038 478 1,117 349 117,982

9,187,724

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

45 1,063,342 850 32,000 1,096,192

軽 自 動 車 税

36,505

4 33,400 50 0 33,450

0 1,930,646 1,944,000

件数 本税 督促手数料 延滞金

23,698

固定資産税･都市計画税 35,136 206 498 49

21,213 31 201 57 21,502

国 民 健 康 保 険 税 109

426 3,610,614 10,550 633,805

4,813,498

35,743,026 140,129,162

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金

5,191664573307

4,254,969

合　　計 587 6,384,873 14,000 2,788,851

国民健康保険税

決　算　額
特　　定　　財　　源

1,1531,514980

市 債 そ の 他

196,988,046 21,115,858

市 県 民 税 ( 普 通 徴 収 )

122 36,893

107,811

48,576

戸 籍 全 部
消 除

157

新戸籍
編  製

106,350

44,222

出　生死　亡婚　姻離　婚転　籍その他 合　計

35,889
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・届出事件数 (単位　件)

○住民基本台帳外国人関係

　・外国人人口(令和2年3月31日現在)  (単位　人)

○証明等交付枚数 (単位　枚)

※住民関係のうち閲覧の件数は1,088件(有料402 無料686)

○コンビニ交付サービス事業 円

　　コンビニエンスストア等における証明書の自動交付サービスを行った。

　・交付枚数(平成31年4月1日～令和2年3月31日)

　　　住民票の写し　1,175枚　印鑑登録証明書　936枚

○ワンストップ窓口推進事業 円

　　フロアマネージャーを配置し、来庁者への案内や申請書･届出書の記

　載補助を行うとともに、窓口番号発券受付システムによる窓口混雑の解

　消を図った。　

○マイナンバーカード普及事業 円

    マイナンバーカードを申請した住民に対し、厳格な本人確認のうえ交

　付を行った。

　　　令和2年3月31日現在のマイナンバーカード交付枚数　17,493枚

 04項 選挙費 (単位　　円)

  02目 明るい選挙推進費

149,252円

○明るい選挙推進事業 円

　・三島市明るい選挙推進協議会の開催

　　平成30年度事業報告、令和元年度事業計画案の審議、DVD上映による

　　選挙啓発研修を実施した。

2,507,254

11,451,734

94,252

55 0

362

住基ネット住民関係

2

0

通知カード再交付

6,263,613

1,0131,011

133 229

0 510

32

1,483

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

149,252

1,311 2,794

合　　　計 112,664 17,934 130,598

80 30,959

印鑑登録証交付

149,252

32,276

住民関係

国 籍

12

広域住民関係 230 337 567

3,572

510

24,131 8,145

7,789 57,90950,120

戸籍関係

名　　称 有　料　分 無料･公用分

決　算　額

印鑑証明 30,879

453 26 479

広域印鑑証明

1,446 1,245 3,097 169 766 22 1,508 11,897

身分証明

他課証明(市民課収納分)

55

自動車臨時運行許可

32

広域戸籍関係

3,584

58個人番号カード再交付 55 3

計

211 195 175 168 422 1,394

転 居 死 亡 転 出
国 外
転 出

223

合 計

人 口

661 2,983

そ の 他

出 生 転 入 合　計
戸 籍
異 動

中 国 フィリピン ベ ト ナ ム ブ ラ ジ ル 韓 国 ･ 朝 鮮

変 更
職 権
消 除
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・市内の小学校(3校)･高等学校(2校)を対象に選挙出前講座を実施

　・静岡県東部明るい選挙推進協議会の主催事業に参加

  03目 参議院議員選挙費 (単位　　円)

27,953,122円

○参議院議員選挙執行事業 円

    公示　令和元年7月4日　選挙期日　令和元年7月21日

　　参議院議員通常選挙を執行した。(投票率49.43％)

  04目 県議会議員選挙費 (単位　　円)

14,067,672円

○県議会議員選挙執行事業 円

    告示　平成31年3月29日　選挙期日　平成31年4月7日　定数　2人

　　静岡県三島市県議会議員選挙を執行した。(投票率42.76％)

  05目 市議会議員選挙費 (単位　　円)

37,384,368円

○市議会議員選挙執行事業 円

    告示　平成31年4月14日　選挙期日　平成31年4月21日　定数　22人

　　三島市議会議員選挙を執行した。(投票率46.83％)

 05項 統計調査費 (単位　　円)

  01目 統計調査総務費

6,021,584円

○統計調査員確保対策事業

　　調査員の募集･登録を随時行うとともに、視察研修を実施し、登録調

　査員の資質向上を図った。　

　　　登録調査員数　136名　

  02目 基幹統計調査費 (単位　　円)

4,787,866円

○基幹統計調査事業   円

　・全国家計構造調査

　　家計における消費、所得、資産及び負債の実態の把握を目的として調

　　査を実施した。

市 債 そ の 他

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

27,953,122

14,274,630

5,637,369

一 般 財 源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 そ の 他

6,021,584 302,705 81,510

決　算　額

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

39

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金

決　算　額

市 債

28,825

特　　定　　財　　源
決　算　額

27,953,083

4,787,866 4,759,041

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

14,067,672 13,723,766

10,363,826

999,792

2,962,806

特　　定　　財　　源

343,906

37,384,36837,384,368
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・その他の基幹統計調査

　　学校基本調査、工業統計調査、農林業センサス、経済センサス－基礎

　　調査

 06項 監査委員費 (単位　　円)

  01目 監査委員費

41,673,857円

○例月出納検査･定期監査･決算審査の状況

 

○住民監査請求 (単位　　件)

 07項 諸費 (単位　　円)

  01目 交通安全対策費

150,034,754円

○駐輪対策事業 円

　・自転車等駐車場管理指導業務委託 円

　　三島駅北口、南口、広小路の3カ所の有料自転車等駐車場の管理運営

　　を三島市シルバー人材センターに委託した。

　・放置自転車撤去作業業務委託 円

　　駐輪街頭指導を実施するとともに、放置禁止区域における放置自転車

　　の撤去を実施し、放置自転車の一掃に努めた｡

そ の 他

41,673,857

9月下旬から
10月上旬

財政経営部
企画戦略部
選挙管理委員会事務局

7月下旬から
8月下旬

健全化判断比率
資金不足比率

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

財政援助団体等
監査

5月上旬から
6月上旬

10月下旬から
11月中旬

健康推進部
社会福祉部
会計課、議会事務局

11月下旬から
12月中旬

環境市民部
教育推進部(学校含む)

12月下旬から
1月中旬

産業文化部
農業委員会事務局

1月下旬から
2月中旬

41,673,857

監 査 の 種 類

一般会計、特別会計、基金の運用状況、
公営企業会計(水道事業、下水道事業)

決　算　額
特　　定　　財　　源

実　施　期　間 監 　　 査  　　対  　　象

例月出納検査

国 ・ 県 支 出 金

毎月1回

健全化判断
比率等審査

三島農兵節普及会
三島市青少年健全育成会

決 算 審 査

内　訳
請 求 件 数

受　理

0

却　下

2

その他
(取下げ等)

02

41,498,106

150,034,754

一 般 財 源

国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

計画まちづくり部
都市基盤部
監査委員事務局

5月中旬から
8月下旬

7,327,000 41,498,106 101,209,648

29,028,742

3,220,000

市 債

一般会計、特別会計、基金の運用状況、
公営企業会計(水道事業、下水道事業)

定 期 監 査
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○交通安全施設整備事業 円

　　　カーブミラー設置 基

　　　カーブミラー補修･撤去 基

　　　カーブミラー管理総数 基 (令和2年3月31日現在)

○交通安全教育指導事業 円

　・交通安全運動の実施

　　交通事故防止を図るため、交通ルールの遵守とマナーの向上について、

　　年4回、各季の交通安全運動期間中に年齢層に応じた啓発を実施した。

　・交通事故死ゼロを目指す日街頭啓発

　　交通死亡事故を出さないようにするため、年2回、パネルやのぼり旗

　　を掲出し、街頭広報を実施した。

　・自転車の交通安全対策

　　自転車利用者に対し、交通ルールとマナーの周知徹底を図るため、街

　　頭指導、普及啓発活動を行った。

　　　｢家族と学ぶ自転車マナーアップ教室｣　中郷小学校

　　　｢自転車マナーアップ向上キャンペーン｣　県立三島北高等学校

　・交通安全用品の配布

　　児童の交通事故防止と交通安全意識の高揚を図るため、交通安全用品

　　を配布した。

○交通対策事業 円

　・自主運行バス運行委託 円

　　路線バスの廃止代替や、公共交通の空白地区を解消し、地域の公共施

　　設等への生活の足を確保するために、事業者と委託契約を結び、バス

　　の自主運行を実施した。

　　この委託は、翌年度に9/20の県費補助がある。

○高齢者運転免許返納支援事業 円

　・助成券の交付

　　高齢者の自動車運転免許証返納制度の利用促進を図り、高齢者の交通

　　事故の発生を防止するため、返納者に対してバス･タクシー･伊豆箱根

　　鉄道駿豆線で利用できる助成券を交付した。

　　　交付人数　550人

　　　助成券使用枚数　37,314枚　

○その他負担金

　・静岡県交通安全指導員設置費負担金 円

　　街頭指導及び広報活動、交通安全に関する講習会の開催等により、交

　　通道徳の向上と交通事故防止を図るため、7人の交通安全指導員を三

　　島警察署に配置する費用を負担した。

　　　負担割合　　三島市　5人分　函南町　2人分

中郷北部ふれあい号

11,678,160

34,809人 366日 9往復/日 9,703,861円

17

89

合 計 80,503人

運行日数 運行本数利用者数

21,656,609円

6,725,537

5,447,909

22,581,337

4,969,478円

3,731,400

委託料

2,295

玉 沢 線

14,503人 366日 7往復/日 6,983,270円

21,656,609

き た う え 号 31,191人 366日 7往復/日
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○国・県支出金を伴う事業費補助金 円

　・ユニバーサルデザインタクシー導入促進事業費補助金

円

　　東京2020オリンピック･パラリンピックに向けて、全ての人がタクシー

　　を快適に利用できる環境整備を図るため、三島市内に営業所のあるタ

　　クシー事業者に対し、ユニバーサルデザインタクシー導入に係る費用

　　の一部を支援した。

　　　導入実績　3台

　・路線バス地域間幹線系統維持事業費補助金 円

　　路線の運行を維持し、路線沿線住民の生活の足を確保するため、運行

　　事業者に対して、沿線自治体である三島市、裾野市、御殿場市で協調

　　し支援した。

○市単独事業費補助金 円

　・循環バス運行事業費補助金 円

　　高齢者や自動車を運転しない市民の交通手段としてのバスの利用促進

　　と、公共施設や観光施設への交通の利便性確保及び中心市街地活性化

　　を図るため、当事業を実施する事業者を支援した。

運行実績 (単位　　人)

　・幼児交通安全クラブ補助金 円

　　幼児に対する交通安全教育の推進を図るため、経費の一部を支援した。

　　　交付実績　18団体

　・三島市交通安全母の会連合会補助金 円

　　交通安全意識の高揚と資質の向上を図るため、保育園･幼稚園･小学校･

　　中学校の母親により組織された交通安全母の会連合会の活動を支援し

　　た。

　・三島市交通事故撲滅市民の会補助金 円

　　地域における交通安全活動を推進し、事故の未然防止を図る活動を支

　　援した。

　・生活交通バス路線維持補助金 円

　　バス事業者より県生活交通確保対策協議会に対して申し出のあった不

　　採算路線の存続について協議した結果、平成30年度運行分に係る経常

　　損益の欠損額の3/4を支援した。

　・地域バス路線確保対策事業費補助金 円

　　地域バス路線確保対策事業を行う自治会(佐野見晴台)に対し、135万

　　円を限度とし、事業費の2/3を支援した。

  02目 諸費 (単位　　円)

304,536,275円

489,000

366日 22本/日

なかざと号

10,099,374 294,436,901

150,000

339,000

　　　中郷地区循環バス　なかざと号  1社　

30,021,813

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出 金 市 債 そ の 他

13,310 5.2 46.5 286日 9本/日

21,600,000

　　　市街地循環バス　  せせらぎ号  2社

360,000

70,000

1,264,813

600,000

6,127,000

1日平均 運行日数 運行本数

せせらぎ号 62,886 7.8 171.8

　 利用者数 1便平均

304,536,275
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○三島市育英奨学金貸付事業 円

　　経済的理由により、修学に困難がある生徒･学生79人(令和元年度新規

　貸与大学生等19人)に、学資の貸付を実施した。　

　・三島市育英奨学金貸付金 円

　　貸付金の状況 (単位　円)

○各種団体への負担金（情報政策課）

　・三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算センター協議会負担金

円

　　行政事務の効率化、住民サービスの向上等をめざして、伊豆市及び伊

　　豆の国市と共同運営をしている三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算セ

　　ンター協議会と協力し、次のような業務を行った。

　　　機器の保守管理

　　　　各課に配置しているパソコンやプリンター等の端末の保守と管理

　　　電算機の処理･運用　

　　　　税の計算や住民への各種通知書、台帳作成等の処理、運用

　　　三島市庁内ネットワークの充実及び業務へのパソコン利用の推進

　　　各部門の実施業務

市 税 収 納 課
個人市民税､法人市民税、固定資産税、都市計画税、
軽自動車税の収納及び滞納管理、口座振替管理等

介 護 保 険 課

児童手当、児童扶養手当、子ども医療費助成、
母子家庭等医療費助成

子 ど も 保 育 課 保育園保育料、幼稚園保育料管理等

主　　た　　る　　業　　務

32,952,000 28,490,000 205,384,865

スポーツ推進課

32,952,000

市 民 課
住民記録、印鑑登録、戸籍事務、住基ネットワーク、
マイナンバーカード交付等

保 険 年 金 課
国民健康保険資格管理、国民年金資格管理、後期高齢者医療保険、
特定健診等

健 康 づ く り 課 予防接種、各種健診、妊婦情報管理等

子 育 て 支 援 課

財 政 課 財務会計､起債管理等

管 財 課

個人市民税、法人市民税、国民健康保険税、軽自動車税、
固定資産税、都市計画税、税証明発行、賦課調定資料等

公共施設予約管理(体育施設)

福 祉 総 務 課
生活保護、高齢者アンケート資料、災害時要援護者台帳、
介護者手当、老人ホーム入所者通知

258,185,000

利 用 部 門

200,922,865

33,022,553

介護保険(資格記録管理、受給者管理、保険料管理、給付管理等)

地域包括ケア推進課 敬老の日名簿、介護予防･日常生活支援総合事業

平 成 30 年 度 末
貸 付 残 高
(平成30年度未収金含む)

令和元年度貸付額 令和元年度回収額
令 和 元 年 度 末
貸 付 残 高
(令和元年度未収金含む)

障 が い 福 祉 課

光熱水費支出管理、電話料支出管理、契約管理、業者(実績)管理

課 税 課

身体障害者等施設入所者負担金、心身障害者扶養共済掛金、
重度心身障害者医療費助成管理、身体障害者手帳管理、
療育手帳管理、援護金支給管理、特別児童扶養手当
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

 

　・協議会の構成団体別負担金額と専任職員数 (単位　円､％､人)

定時登録名簿、永久選挙人名簿、有権者統計

農業委員会事務局 農家台帳

構 成 団 体

人 事 課 給与計算、給与口座振込、統計、予算資料、人事管理等

負 担 金 負 担 金 割 合 専 任 職 員 数

三 島 市 321,458,000

100.0 5

広 報 広 聴 課

主　　た　　る　　業　　務

学齢簿、入学通知書

25.1 1

合 計 582,785,000

55.2 3

水 と 緑 の 課 墓園管理料

土 木 課

公式ホームページ管理

水道企業会計

下 水 道 課 受益者負担金管理、各種統計

会 計 課

伊 豆 市 114,848,000 19.7

農 政 課

利 用 部 門

文 化 振 興 課 公共施設予約管理(市民文化会館)

建 築 住 宅 課 市営住宅使用料及び駐車場使用料管理

財務会計、OCR歳入処理、債権債務者管理、備品管理

教 育 総 務 課 放課後児童クラブ使用料

学 校 教 育 課

1

伊 豆 の 国 市 146,479,000

道路占用料、河川占用料、土木設計積算システム

水 道 課

農林土木積算システム、ふるさと納税管理システム

生 涯 学 習 課
成人式名簿、公共施設予約管理(市民生涯学習センター、公民館)、
補導員報酬

図 書 館 図書館蔵書管理

選挙管理委員会
事 務 局

庁内ネットワーク管理情 報 政 策 課
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